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システムの変革を担う存在として大きな期待が寄せられている o NPO (民間非営利組織)を独立した経済主体とし
て認知し，それらが政府や企業とイコール・フッティングで機能を発揮できる仕組みを創造していくことが求められ
ている。





(1) 1"総論的アプローチ」として，①社会経済現象としてのNPO の概観，②NPO 政策の意味と政策過程，③我が













向の強いモテールから， r民間主導」で進める NPO との協働モデルへと移行していくことが必要である。




みを創り出していくために必要な政策として，経済主体聞の連携・協働のあり方， NPO に関わる法制，税制， そし
て個別の公共政策を取り上げ，それぞれの問題について，独自の調査および分析とそれに基づく考察を試みたもので
ある。
全体は 6 章構成となっている。序章では， NPO の現状を国際比較も交えて明らかにし，今後支援し発展させるた
めに必要な課題を指摘している o 総論部の前半の第 1 章では公共政策としての NPO 政策の理論を展望し，後半の第





法政策の必要性を指摘している。最終の第 5 章では，地域国際化政策における政府セクターと NPO の関係について，
計画，執行，評価という政策循環の観点から分析し画一的公共サービスの提供ではなく，地域の多様なニーズに柔
軟に対応できる政策誘導システムを構築していくことの必要性を明らかにした。
NPO に対する政策について，これだけ丹念な分析と級密な論理構成でまとまった研究は他に類をみない。取り上
げたテーマに対する本格的研究はまだ始まって歴史も浅く，分析手法という点では残されている課題も多いが， 日本
で初めての NPO 政策に関する包括的な研究として高く評価できる。
以上の点から，初谷勇氏提出論文は，博士(国際公共政策)の基準を十分満たしていると判定できる o
? ?
